
令和6年度持続可能な観光推進モデル事業 FAQ

No 項目 質問内容 回答内容

1
複数市区町村での連携や市区町村内の一部地域に絞って申請する場合、都道府県が主体として申請を行い、地域内

の特定地域を対象として実証事業を行うことは可能か。
公募申請時に対象地域を明確に記載すれば、申請することが可能です。

2 民間事業者でも本事業に申請することは可能か。 関係する地方公共団体から推薦を受ければ「② DMO 又はその他の観光関連団体」として申請することが可能です。

3 過去に採択経験のある団体でも、今年度事業には申請することは可能か。 可能です。

4 GSTC公認トレーニングプログラムへの参加費は申請団体で負担するのか。
GSTC公認トレーニングプログラムを受講する場合に発生する公認トレーナーの研修経費等は、実証事業経費に含めることが

可能です。その場合は税込50万円を【様式3】資金計画書上で見積もってください。

5 先進地研修及び交流会に係る費用は申請団体で負担するのか。 先進地研修（対面）の参加は任意です。先進地研修に参加するための、宿泊・交通費は、各参加者負担となります。

6 事業スケジュール GSTC公認トレーニングプログラムを受講してからでないと、実証事業は開始できないのか。

実証事業のスケジュールは、採択地域選定後に事務局が派遣する専門家との協議の上で調整するため、GSTC公認ト

レーニングプログラム受講前に実証事業を開始することも可能です。一方、トレーニングプログラムを受講された後に事業を開

始された方が、より持続可能な観光について理解を深めた状態で取り組めることから、事業開始前の受講をお勧めしま

す。

7 JSTS-D基準であるB、C、Dに関連する募集テーマ例に沿った実証事業でなければ、今年度事業には採択されないのか。

JSTS-D基準であるB、C、Dに関連する募集テーマ例に沿っている場合は選定時の加点要素となります。

募集テーマに沿っていない場合も公募要領上の評価観点に則してモデルケースとしての成果が見込まれる場合は採択対象

となります。

8
実証事業では、JSTS-Dの「A：マネジメント」に加えて「B:社会経済、C:文化、D:環境」の中から1つだけを組み合わせれば

よいのか。また、複数を組み合わせることは可能か。

実証事業では、JSTS-Dの「A：マネジメント」に加えて「B:社会経済、C:文化、D:環境」の中から1つ以上を組み合わせてい

ただきます。また、A, B, C, Dの全てに取り組むことも可能です。

9
採択後、実証事業の内容を変更することは可能か。

また、採択後に実証事業に紐づくJSTS-Dのテーマを変更することは可能か。

原則として、採択後に地域事情で実証事業の内容及び関連するJSTS-Dのテーマを変更することはできません。ただし実証

事業については、より事業成果を高めることが期待できる場合、伴走支援コーチや専門家との協議の上で、内容を変更す

ることが可能です。

また、有識者による助言や採択後の専門家による伴走支援を通じ、より地域課題に則し効果的な内容とするために実証

事業内容の調整を行う場合があります。

10 実証事業に参加する事業者を含む全てのステークホルダーとの調整が済んでいないと、申請することはできないか。 ステークホルダーとの調整が一部未了であっても、申請は可能です。

11 実証事業費に制限はあるか。

実証事業経費は上限を税込400万円と設定していますが、下限は設定していません。また、選定件数、申請内容、採択

地域と事務局が派遣する専門家との協議結果等を踏まえ、最終的な事業費は観光庁が判断します。

なお、上限額を超える経費を、各地域が自己負担で対応することは問題ございません。

12 申請団体から外部事業者に対して実証事業の一部を委託することは可能か。

実証事業の一部を外部事業者に委託することは可能です。しかし、実証事業の主たる業務の多くの部分を実証事業者

以外の者に委託することは不可となります。また事業主体者の資料作成支援等、具体的な成果物を残さない外部委託

費は、対象外となります。

13 実証事業費について、上限400万円までは全額経費として精算されるのか。

採択後に専門家と協議の上で決定した実証事業に係る経費については、税込400万円までが精算可能です。

しかし、事業終了後に観光庁及び事務局で対象経費を精査するため、対象外経費と判断された費用については精算の

対象外となります。

14 申請後の資料差し替え 申請資料を一度提出したが、更新した資料を再度提出することは可能か。 公募申請の受付期間内であれば、申請資料の再提出は可能です。

15 選定結果の通知 選定されなかった場合は申請者に対して通知はされるか。 採択結果は、観光庁HPに掲載予定です。選定されなかった場合は、個別の通知はありません。
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